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1. 中期財政計画について 

 

内閣府公表の月例経済報告によれば、景気は新型コロナウイルス感染症の影響に

よる厳しい状況が徐々に緩和されつつある中で、設備投資や企業収益においては持

ち直しており、個人消費においても一部弱さが残るものの持ち直しの動きがみられ

るとされています。 

また、先行きとしては、経済社会活動が正常化に向かう中で各種政策の効果や海

外経済の改善もあって、景気が持ち直していくことが期待されるものの、供給面で

の制約や原材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要があるととも

に、感染症による内外経済への影響や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要

があるとしています。 

 

そうした中、本市の財政状況は、歳入においては、市税の伸びが人口減少等によ

り期待できず、普通交付税についても国勢調査の結果が影響し今後も減少が予想さ

れます。また、歳出においては、社会保障関連経費である扶助費の増加や、これま

で発行した地方債の影響により、引き続き厳しい状況が予想されます。 

 

こうした状況を踏まえ、中期的な財政収支の見通しを立て、現在及び将来にわた

る財政の姿や運営上の課題などを明確にするとともに、将来的に持続可能な財政基

盤を確立するために中期財政計画を策定することとしています。 
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2. 計画の基本事項 

 

（1）計画策定の目的 

財政運営の健全性を確保するために中期的な財政状況を推計し、令和２年度決

算額及び令和３年度決算見込みをベースに 5 年間の収支見込みを立て、限られた

歳入の中で、その歳入に見合う歳出を調整することを基本理念に財政運営の指針

とします。 

なお、この計画は、国の政策等により変動が大きいことから、毎年度ローリン

グするものとします。 

 

（2）計画の期間 

令和４年度から令和８年度までの 5 年間とします。 

 

（3）会計単位 

普通会計
※

とします。 

※普通会計：一般会計、施設貸付事業特別会計、市有林事業特別会計 

土地区画整理事業特別会計（道路特別会計） 

 

（4）計画の目標 

下記のとおり目標を設定し，その実現に向けた取組を通じて財政の健全化に努

めます。 

① 人口減少等による市税や普通交付税への影響額を見据えながら、将来的に

持続可能な財政構造を確立すること。 

② 将来的な負担となる地方債の残高を減らすため、新たな地方債の発行につ

いては、先送りのできない緊急的かつ必要性の高い事業を優先するなど、真

に必要な事業を取捨選択し抑制に努めること。 

③ 財政運営の長期的な安定性を確保するため、予期しない収入の減少や不時

の支出の増に備える目的である財政調整基金の現在高を一定程度確保するこ

と。 

 

 



 - 3 - 

3. 計画（推計）策定条件 

＿歳 入＿ 

（1）地方税 

① 個人市民税  実績等を踏まえ、約 0.5％減で推計 

② 法人市民税  実績等を踏まえ、約 0.5％減で推計 

③ 固定資産税  評価替えのサイクル（3 年に 1 度）を考慮し推計 

④ 軽自動車税  実績等を踏まえ、約 0.2％減で推計 

⑤ たばこ税   喫煙人口の減少を見込み推計 

 

（2）地方譲与税、各種交付金 

① 地方消費税交付金については実績等を踏まえ推計 

② 森林環境譲与税については個別に推計 

③ 税制改正による法人市民税法人税割の減収分の補てん措置として、法人

事業税交付金の交付を見込み推計 

④ その他の譲与税・交付金については、令和 3 年度予算額を基準として、

同額程度で推計 

 

（3）地方交付税 

① 普通交付税 

・ 基準財政需要額のうち個別算定経費（事業費補正を除く）・包括算定経

費は、人口減少等を考慮するとともに、現行制度が継続されるものとし

て推計 

・ 事業費補正及び公債費に係る需要額は、地方債に係る交付税算入額を

年度別に推計 

② 特別交付税 

災害などの特別な財政需要等により変動するものであるが、令和3年度

予算額と同額で推計 

 

（4）国、県支出金 

 民生費や土木費等の特定財源として、現行の補助率で推計 
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（5）繰入金 

① 不測の事態への対応及び年度間の財源の不均衡を調整するための、財政

調整基金については、一定程度の残高確保に向けて計画的に調整する見込

みで推計 

② 合併特例債を活用して積立てた地域振興基金や、それぞれの目的のため

に積み立てた特定目的基金については、有効な活用に向けた繰入れを見込

んで推計 

     

（6）地方債 

① 現行の地方債制度により推計 

② 後年度負担の軽減を図るため、交付税措置率の高い辺地対策事業債や過

疎対策事業債等を優先して活用する。 

③ 臨時財政対策債は、令和４年度地方財政収支の仮試算を踏まえた見込額

と同程度の額で推計 

 

（7）その他 

① 財産収入は、市有財産の売却や貸付け等を見込み推計 

② 諸収入等は過去の実績から推計 
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＿歳 出＿ 

（1）人件費 

① 議員報酬及び特別職報酬 

・ 現行の条例及び共済費負担率等に基づいて推計 

② 職員給与費 

・ 退職者数や採用者数の増減による影響を見込んで推計 

・ 平成 30 年度に策定した『定員適正化計画』に基づく職員数で推計 

③ 会計年度任用職員報酬等 

・ 令和３年度予算額に基づき推計 

 

（2）物件費 

① 令和３年度予算額をベースに、過去の決算額の推移を考慮し推計 

② 令和４年度より個別施設計画に基づく公共施設の除却を見込み推計 

 

（3）扶助費 

① 少子高齢化の影響等による社会保障関係経費について、教育・保育施設

給付費等の影響の大きい事業については制度改正等を考慮し個別に推計

するとともに、その他の事業については過去の伸びを踏まえ令和４年度以

降は対前年度1.8％程度増で推計 

② 令和3年度から開始した児童医療費の助成拡充による市負担増加額を個

別に推計 

 

（4）補助費等 

① 市単独の補助金については、令和３年度予算額をベースに過去の実績等

を考慮して推計 

② 下水道事業及び水道事業に対する補助費については公営企業における

事業計画に基づき推計 

③ 一部事務組合に対するものについて、広域消防庁舎建設事業に係る負担

を考慮して推計 
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（5）普通建設事業費 

『第6次益田市総合振興計画』の実施計画に位置付ける事業や、その他喫

緊の課題への対応について、緊急性、必要性、費用対効果等の観点により事

業の取捨選択を行う中で事業費を精査して推計 

 

（6）繰出金 

① 後期高齢者医療事業、介護保険事業等は、それぞれの制度が現行どお 

り継続するものとして、高齢化の進行を加味し、医療費や保険給付費の増

加を見込んで推計 

② その他の事業については、事業計画及び地方債の償還金等の将来見通 

しに基づき推計 

 

（7）公債費 

令和２年度までの地方債に係る償還額に、令和３年度以降の普通建設事業

等の財源として発行する、地方債の見込額によって生じる元利償還金を加え

て推計 

 

（8）その他 

① 維持補修費については、限られた経費で、緊急を要するものから修繕や

維持工事費を見込んで推計 

② 貸付金等については、過去の実績を参考に推計 
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4．年次計画（推計） 

(単位：百万円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
5,286 5,276 5,255 5,133 5,113 5,092

295 313 313 331 331 331
1,011 919 919 919 919 919
9,142 8,993 8,660 8,775 8,781 8,694

211 192 191 191 189 189
327 327 327 327 327 327

7,648 6,232 6,058 6,341 6,034 5,988
99 99 99 98 98 98

187 180 169 166 166 166
368 239 239 239 235 235
800 0 0 0 0 0

1,008 431 431 431 432 431
3,657 2,890 2,429 1,684 1,386 1,347

30,039 26,091 25,090 24,635 24,011 23,817

(単位：百万円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
3,828 3,783 3,772 3,801 3,787 3,770
3,696 3,173 3,233 3,254 3,262 3,270

187 187 188 189 191 191
6,322 6,296 6,340 6,385 6,431 6,479
3,614 2,775 3,449 2,391 2,325 2,335
4,239 2,944 1,550 1,880 1,259 1,114

509 4 4 4 4 4
3,817 3,680 3,443 3,517 3,479 3,349
2,647 2,684 2,717 2,763 2,776 2,790
1,180 565 394 451 497 515

30,039 26,091 25,090 24,635 24,011 23,817

(単位：百万円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
30,039 26,091 25,090 24,635 24,011 23,817
30,039 26,091 25,090 24,635 24,011 23,817

0 0 0 0 0 0
4,305 4,277 4,134 4,041 3,996 3,957

　　財政調整基金 1,803 1,819 1,819 1,869 1,964 2,063
516 513 510 506 503 500

　　特定目的基金 1,986 1,945 1,805 1,666 1,529 1,394
15,377 15,230 14,871 14,869 14,854 14,746

　※ 各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、環境性能割交付金等

　※ その他は積立金、投資・出資金、貸付金

　繰入金
　繰越金
　諸収入
　地方債
歳 入 合 計

歳

入

区　分
　地方税
　地方譲与税
　各種交付金
　地方交付税
　分担金・負担金
　使用料・手数料
　国・県支出金

歳

出

区　分
　人件費
　物件費
　維持補修費
　扶助費
　補助費等
　普通建設事業費
　災害復旧事業費

区　　　　分
歳 入 総 額
歳 出 総 額
収 支

  基金年度末残高

総

括

標 準 財 政 規 模

　　減債基金

　公債費
　繰出金
　その他
歳 出 合 計

　寄附金
　財産収入
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5．財政指標 

（単位：％）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

92.7 92.4 92.9 94.2 94.1 94.4
11.8 10.9 10.6 10.4 10.2 9.6
28.0 28.1 27.8 27.2 26.9 26.8

%

%

　経常収支比率
　実質公債費比率
　積立金現在高比率

92.7 92.4 
92.9 

94.2 94.1 94.4 

88.0
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92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

経常収支比率

経常収支比率

11.8 
10.9 

10.6 10.4 10.2 9.6 

28.0 
28.1 27.8 27.2 

26.9 

26.8 

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

34.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

実質公債費比率・積立金現在高比率

実質公債費比率

積立金現在高比率
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6. 地方債（市債）残高見込み 

（単位：百万円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

3,657 2,890 2,429 1,684 1,386 1,347
3,683 3,565 3,346 3,433 3,408 3,289
31,960 31,285 30,368 28,619 26,597 24,655

借入見込額
償還見込額
百万円

借入見込額
償還見込額

 地方債残高 

     地方債残高
      百万円

3,657 

2,890 

2,429 

1,684 

1,386 
1,347 

3,683 

3,565 

3,346 

3,433 
3,408 

3,289 

31,960 

31,285 

30,368 

28,619 

26,597 

24,655 

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

37,500

40,000

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

地方債残高見込み

借入見込額

償還見込額

地方債残高
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7. 基金残高見込み 

（単位：百万円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

1,803 1,819 1,819 1,869 1,964 2,063
516 513 510 506 503 500

1,986 1,945 1,805 1,666 1,529 1,394
4,305 4,277 4,134 4,041 3,996 3,957

百万円

財政調整基金
減債基金

特定目的基金 
基金年度末残高合計

1,803 1,819 
1,819 1,869 

1,964 
2,063 

516 
513 

510 506 
503 

500 

1,986 

1,945 1,805 1,666 1,529 

1,394 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

基金残高見込み

特定目的基金

減債基金

財政調整基金
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8. 今後の取組 

  

 歳入については、人口減少等により市税の伸びが期待できない中で、大部分を地方

交付税など国からの収入に依存していますが、普通交付税においても、人口減少等の

影響により今後も減少していくことが予想されます。 

歳出については、扶助費や繰出金等の義務的経費の増加などから、本市の財政状況

は今後も厳しくなることが見込まれ、引き続き各基金の繰入等により収支不足を補う

状態が続くことが予想されます。 

 

財政調整基金については、経済の不況による大幅な税収減や、災害の発生などの不

測の事態による支出への対応など、年度によって生じる財源の不均衡を調整するため

に必要であり、一定程度の残高を確保しておく必要があります。 

 

そうした中、持続可能なまちづくりを進めるため、令和３年３月に策定した「第6

次益田市総合振興計画」において掲げる、まちの将来像「ひとが育ち 輝くまち 益

田」の姿を目指した取組を進めることとしております。これらの施策に取組み、効果

を発揮させるためには、常に創意工夫を念頭に置き、市民のため真に必要な事業を取

捨選択するとともに、行財政改革を進めることによって、財政運営の健全化を一層図

る必要があります。 
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9. 用語解説 

≪歳入≫ 

地方譲与税 

国税として徴収し、地方公共団体に対して一定の基準に従って譲与する税で、自動車

重量譲与税、地方揮発油譲与税、航空機燃料譲与税等がある。 

 

交付金 

 国からの交付金で、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費

税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金等がある。 

 

地方交付税 

 地方公共団体間の財源の不均衡を是正し、すべての地方公共団体が合理的かつ妥当な

水準における行政を行うのに必要な財源が確保されるよう、国が地方に代わって徴収し、

一定の基準により地方公共団体に交付する税 

 

地方債 

 学校、道路、公園、市営住宅の整備など特定の歳出に充てるため地方自治体が、将来元

金及び利子を償還する借入金 

 

臨時財政対策債 

 地方全体の財源不足に対処するため、特例的に発行する地方債 

償還に要する費用は後年度の地方交付税算定における基準財政需要額に全額算入され

る。 

 

 

 

≪歳出≫ 

人件費 

 議員・会計年度任用職員の報酬や職員の給料など人に係る費用 

 

物件費 

 人件費、補助費等などに分類されない経費で、旅費、交際費、需用費、委託料、使用料

及び賃借料、原材料費など 

 

維持補修費 

 道路や施設などを良好な状態に維持するために使う費用 
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扶助費 

 生活保護費、障害者自立支援給付費、保育所運営費など主に法令に基づき被扶助者に

対して給付する費用 

 

補助費等 

 各種団体に対する助成金や一部事務組合への負担金のほか、報償費、火災保険料等の

保険料、公課費(地方公共団体が受ける公租公課)など 

 

普通建設事業費 

 学校、道路、公園、市営住宅などの整備に係る経費 

 

災害復旧事業費 

 災害によって被害を受けた施設等の復旧に係る経費 

 

公債費 

 過去の借入金の返済に係る費用及び一時借入金利子の支払に要する経費 

 

積立金 

 特定の目的のために財産を維持し、又は資金を積み立てるために設けられた基金等へ

の積立てに係る経費 

 

貸付金 

 地域住民の福祉増進や産業振興などのため、法令や条例に基づき、直接的又は金融機

関等を経由して間接的に現金の貸付けを行うための経費 

 

繰出金 

 一般会計から、国民健康保険事業などの特別会計に対して、事業費や事務費等の補助

などのために支出する経費 

 

 

≪基金≫ 

財政調整基金 

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられる基金 

 

減債基金 

 地方債の償還及び地方債の適正な管理に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健

全な運営に資するために設けられる基金 
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特定目的基金 

 特定の目的のために資金を積み立てたもので、地域振興基金、ふるさと応援基金など 

 

 

≪各指標の説明≫ 

標準財政規模 

地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示す指標で、実質公債費比率、将来負担

比率、積立金現在高比率などの基本的な財政指標の分母の要素となる重要な数値 

地方税や地方交付税など地方公共団体が自由に使えるお金の大きさを示す 

 

経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費など毎年経常的に支出される特定財源を除いた経費を、毎年経

常的に収入される一般財源で割った比率 

 

実質公債費比率 

標準的な一般財源に対する公債費相当額（公営企業繰出金、一部事務組合負担金及び

債務負担行為による支出額中の公債費に準じる経費を含む。）の割合 

 

積立金現在高比率 

標準財政規模に対する積立金現在高（財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基

金）の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考資料】

主要普通建設事業計画一覧表 （単位：千円）

総 事 業 費 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

68,155 68,155

財 国県支出金 9,774 9,774

源 地方債

内 その他

訳 一般財源 58,381 58,381

829,974 539,374 249,400 10,300 10,300 10,300 10,300

財 国県支出金 190,700 190,700

源 地方債 557,300 322,200 235,100

内 その他 15,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600

訳 一般財源 66,374 23,874 11,700 7,700 7,700 7,700 7,700

355,505 15,815 206,268 7,789 124,786 847

財 国県支出金 170,507 2,500 86,833 81,174

源 地方債 157,800 8,000 110,100 39,700

内 その他 2,120 2,120

訳 一般財源 25,078 3,195 9,335 7,789 3,912 847

1,886,857 548,728 933,401 42,682 97,682 148,682 115,682

財 国県支出金 439,704 114,361 170,272 19,268 37,601 54,601 43,601

源 地方債 1,278,200 396,000 726,400 36,600 70,600 48,600

内 その他 982 25 957

訳 一般財源 167,971 38,342 35,772 23,414 23,481 23,481 23,481

1,530,078 369,385 289,763 251,450 334,950 193,480 91,050

財 国県支出金 679,226 70,688 143,018 122,750 178,270 104,000 60,500

源 地方債 579,926 200,926 124,800 81,400 90,300 55,800 26,700

内 その他 235,280 81,895 18,360 41,375 60,150 30,000 3,500

訳 一般財源 35,646 15,876 3,585 5,925 6,230 3,680 350

93,268 93,268

財 国県支出金 54,418 54,418

源 地方債 29,131 29,131

内 その他 3,949 3,949

訳 一般財源 5,770 5,770

4,840,723 1,086,261 736,113 718,787 777,037 757,625 764,900

財 国県支出金 2,018,194 491,234 287,636 290,575 304,907 324,246 319,596

源 地方債 2,595,663 545,863 418,000 391,600 431,500 396,000 412,700

内 その他 54,584 8,404 3,400 11,100 11,840 10,800 9,040

訳 一般財源 172,282 40,760 27,077 25,512 28,790 26,579 23,564

744,146 235,488 172,358 106,300 114,050 67,250 48,700

財 国県支出金 293,220 121,360 53,580 36,580 37,300 25,000 19,400

源 地方債 414,700 101,500 106,900 65,700 71,400 40,700 28,500

内 その他

訳 一般財源 36,226 12,628 11,878 4,020 5,350 1,550 800

166,000 28,000 35,000 35,000 27,000 20,000 21,000

財 国県支出金

源 地方債 151,700 26,000 31,800 31,800 24,600 18,300 19,200

内 その他

訳 一般財源 14,300 2,000 3,200 3,200 2,400 1,700 1,800

2,051,086 1,168,142 150,791 237,113 384,400 55,320 55,320

財 国県支出金 612,628 304,863 27,500 99,271 180,994

源 地方債 1,080,403 816,403 33,500 82,500 148,000

内 その他 23,237 9,408 13,829

訳 一般財源 334,818 37,468 75,962 55,342 55,406 55,320 55,320

420,396 86,478 171,084 140,463 9,811 5,308 7,252

財 国県支出金 64,919 29,161 18,681 3,529 6,277 2,600 4,671

源 地方債 325,000 31,400 151,700 136,700 3,000 2,200

内 その他 24,210 24,210

訳 一般財源 6,267 1,707 703 234 534 2,708 381

12,986,188 4,239,094 2,944,178 1,549,884 1,880,016 1,258,812 1,114,204

財 国県支出金 4,533,290 1,389,059 787,520 571,973 826,523 510,447 447,768

源 地方債 7,169,823 2,477,423 1,938,300 789,700 845,100 581,400 537,900

内 その他 359,962 132,611 39,146 55,075 74,590 43,400 15,140

訳 一般財源 923,113 240,001 179,212 133,136 133,803 123,565 113,396

農林水産関連施設等整備事業

事 業 名

総務管理関連施設等整備事業

地域振興関連施設等整備事業

社会福祉関連施設等整備事業

保健衛生関連施設等整備事業

合　　　計

商工関連施設等整備事業

土木関連施設等整備事業

都市計画関連施設等整備事業

消防関連事業

学校教育関連施設等整備事業

社会教育関連施設等整備事業
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